
＜条例議案＞

議案番号 議　案　名 課　　名 説　　明

乙第 1号議案 佐賀県職員定数条例の一部を改正
する条例（案）

職員課 【内容】
①地方独立行政法人佐賀県立病院好生館の設立に伴い特別会
　計に属する職員の定数（542人）を削除するもの
②警察官の定数を増員するとともに、階級別定員を改める
　もの
　　 警察官の定数　1,665人→1,669人（4名増）
【施行期日】
平成22年4月1日
（①は地方独立行政法人佐賀県立病院好生館の成立の日）

乙第 2号議案 佐賀県職員の育児休業等に関する
条例及び職員の勤務時間、休暇等
に関する条例の一部を改正する条
例（案）

職員課 【内容】
地方公務員の育児休業等に関する法律等の改正及び人事委員
会報告にかんがみ所要の改正を行うもの
（主な内容）
①育児休業等ができる職員の範囲を拡大する
　・配偶者が育児休業等をしている職員
　・常態として職員以外の親が子を養育できる職員
②早出遅出勤務ができる職員の範囲の拡大
　・常態として職員以外の親が子を養育できる職員
③代替休暇の新設
　・月60時間超の時間外勤務に係る時間外勤務手当の引上げ
　　分(25/100）の支給に代えて有給休暇を付与する制度を
　　新設
④子の看護休暇の拡充
　・対象の子が2人以上の場合　　6日→10日
⑤短期介護を行う職員に対する特別休暇の新設
【施行期日】
規則で定める日（代替休暇は平成22年4月1日）

乙第 3号議案 佐賀県事務処理の特例に関する条
例及び佐賀県公立学校職員給与条
例の一部を改正する条例（案）

職員課 【内容】
知事及び教育委員会の権限に属する事務のうち、新たな事務
の移譲を行うとともに、既に一部の市町に移譲済みの事務に
ついて移譲市町を追加するもの
（主な内容）
①新たに移譲する事務
　・浄化槽法に基づく事務の一部（佐賀市）
　・佐賀県公立学校職員給与条例に基づく事務の一部（全市
   町）
②移譲市町の追加
　・特定非営利活動促進法に基づく事務の一部（多久市、
　　太良町）　等
【施行期日】
平成22年4月1日（特定非営利活動促進法にかかる規定は平成
22年6月1日）

乙第 4号議案 佐賀県手数料条例の一部を改正す
る条例（案）

財務課 【内容】
①土壌汚染対策法の改正に伴い手数料を設定するもの
　・汚染土壌処理業許可更新申請手数料
　・汚染土壌処理業変更許可申請手数料
②地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴
い、手数料の額を改定するもの
　・技能検定試験手数料
【施行期日】
平成22年4月1日

乙第 5号議案 佐賀県立学校授業料等徴収条例の
一部を改正する条例（案）

教育庁総務課 【内容】
学校教育法第6条に基づく授業料の徴収制度が見直されること
に伴い、県立高等学校の授業料を徴収しないこととするもの
【施行期日】
規則で定める日（納付期限、聴講料その他にかかる規定は、
平成22年4月1日）
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議案番号 議　案　名 課　　名 説　　明

乙第 6号議案 佐賀県公立学校職員特殊勤務手当
及びへき地手当支給条例等の一部
を改正する条例（案）

教職員課 【内容】
平成22年度から公立学校に副校長を置くことに伴い所要の改
正を行うもの
【施行期日】
平成22年4月1日

乙第 7号議案 佐賀県立学校職員及び佐賀県市町
立学校県費負担教職員定数条例の
一部を改正する条例（案）

教職員課 【内容】
公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法
律の規定及び公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定数
の標準に関する法律等の規定に基づき、教職員定数を改正す
るもの
　・県立学校職員　　　　3,193人→3,218人
　・市町立学校県費負担職員 5,549人→5,483人
【施行期日】
平成22年4月1日

乙第 8号議案 佐賀県青少年健全育成条例の一部
を改正する条例（案）

こども未来課 【内容】
青少年を取り巻く社会状況の変化に伴い、青少年の健全な育
成を阻害するおそれのある刃物類の販売規制を見直す等、青
少年のための良好な環境を確保するため改正を行うもの
（主な内容）
①保護者の責務の追加及び青少年の年齢の定義の改正
②有害図書の包括指定基準の改正
③「刃物類」の販売規制等の改正
④インターネット利用環境の整備
【施行期日】
平成22年7月1日

乙第 9号議案 佐賀県立自然公園条例の一部を改
正する条例（案）

有明海再生・
自然環境課

【内容】
自然公園法及び自然環境保全法の一部改正に伴い、引用条
項、引用語句等を改めるもの
【施行期日】
自然公園法及び自然環境保全法の一部を改正する法律の施行
の日

乙第 10号議案 地方独立行政法人佐賀県立病院好
生館の設立に伴う関係条例の整備
に関する条例（案）

医務課 【内容】
地方独立行政法人佐賀県立病院好生館の設立に伴い、関係条
例の規定を整備するもの
　・佐賀県情報公開条例　他9条例
【施行期日】
地方独立行政法人佐賀県立病院好生館の成立の日

乙第 11号議案 地方独立行政法人佐賀県立病院好
生館の重要な財産を定める条例
（案）

医務課 【内容】
地方独立行政法人法の規定により、地方独立行政法人佐賀県
立病院好生館が譲渡し、又は担保に供しようとするときに知
事の認可を受けなければならない重要な財産を定めるもの
　・予定価格が７千万円以上の不動産（信託に係るものを除
　　き、土地については、その面積が1件2万平方メートル
　　以上のもの）若しくは動産又は不動産の信託の受益権
【施行期日】
地方独立行政法人佐賀県立病院好生館の成立の日

乙第 12号議案 地方独立行政法人佐賀県立病院好
生館に職員を引き継ぐ県の内部組
織を定める条例（案）

医務課 【内容】
地方独立行政法人法の規定により、地方独立行政法人佐賀県
立病院好生館に職員を引き継ぐこととなる県の内部組織を定
めるもの
【施行期日】
地方独立行政法人佐賀県立病院好生館の成立の日

乙第 13号議案 佐賀県工業等振興条例の一部を改
正する条例（案）

企業立地課 【内容】
租税特別措置法の改正に伴い、農村地域工業等導入促進法に
基づく工業等導入地区における県税の特別措置を廃止するも
の
【施行期日】
公布の日



議案番号 議　案　名 課　　名 説　　明

乙第 14号議案 佐賀県木材業者及び製材業者登録
条例の一部を改正する条例（案）

林業課 【内容】
県の登録を受ける木材業者及び製材業者の登録から暴力団の
関与を排除する等のため、登録に係る欠格事項に暴力団員等
に関する規定を設けることとしたもの
【施行期日】
公布の日

乙第 15号議案 佐賀県立都市公園条例の一部を改
正する条例（案）

まちづくり推
進課

【内容】
吉野ヶ里歴史公園の一層の利用促進を図るため、65歳以上の
者を対象として、現行入園料の半額となる入園料を設定する
もの
　・65歳以上の者の入園料
　　　　普通入園料　　200円　→　100円
　　　　年間入園料　2,000円 → 1,000円
【施行期日】
規則で定める日

乙第 16号議案 佐賀県営土地改良事業分担金等条
例及び国営土地改良事業負担金条
例の一部を改正する条例（案）

農地整備課 【内容】
土地改良法及び土地改良法施行令の一部改正に伴い、引用条
項を改めるもの
【施行期日】
公布の日

＜条例外議案＞

議案番号 議　案　名 課　　名 説　　明

乙第17号議案 全国自治宝くじ事務協議会への相
模原市の加入及びこれに伴う全国
自治宝くじ事務協議会規約の一部
変更について

財務課 相模原市が平成22年4月1日に政令指定都市になることに伴
い、全国自治宝くじ事務協議会に同市を加え、同協議会の規
約を変更するもの

乙第18号議案 国営土地改良事業に対する市町の
負担について

農地整備課 土地改良法第90条第10項に基づき、平成22年度の市町の負担
額を定めるもの
　・市町の負担額計　約22億円

乙第19号議案 佐賀県道路公社における障害者割
引措置の変更に対する同意につい
て

道路課 佐賀県道路公社が行う有料道路事業の、障害者に対する有料
道路通行料金の割引措置を変更することについて同意するも
の

乙第20号議案 訴えの提起について 人権・同和対
策課

県有地（食肉共同保管流通施設用地）に設置された建物等の
収去及び土地明渡しを求める訴えを提起するもの

乙第21号議案 包括外部監査契約の締結について 職員課 平成22年度の包括外部監査契約を締結するもの

＜条例議案＞

議案番号 議　案　名 課　　名 説　　明

乙第22号議案 佐賀県税条例及び佐賀県森林環境
税条例の一部を改正する条例
（案）

税務課 【内容】
地方税法の改正等に伴い、必要な改正を行うもの
（主な内容）
　①県たばこ税
　　・税率の引き上げ
　②自動車取得税
　　・税率の特例措置（3％→5％）を当分の間継続
　　・環境性能の優れた自動車に対する特例措置の延長等
　③軽油引取税
　　・税率の特例措置を当分の間継続
　④自動車税
　　・環境性能による税率の軽減又は重課の特例措置を延長
　　　等
【施行期日】
規則で定める日



＜条例議案＞

議案番号 議　案　名 課　　名 説　　明

乙第23号議案 佐賀県地域医療再生基金条例
（案）

地域医療体制
整備グループ

【内容】
地域における医療機能の強化、医師等の確保等の取組その他
の地域医療の課題を解決することを目的として、県が策定す
る地域医療再生計画に基づく事業の実施に必要な経費の財源
に充てるため、佐賀県地域医療再生基金を設置するもの
【施行期日】
公布の日

＜報告事項＞

課　名 概　　　要

建築住宅課 地方自治法第180条に基づく専決処分の報告
・県営住宅家賃滞納者に対する訴えの提起及び和解について
　【訴えの提起及び和解の相手方】9名

事　項　名

専決処分の報告について


